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本 部 長

高知県警察政策評価実施要綱の制定について（通達甲）

県警察における政策評価の実施に関し「高知県警察政策評価実施要綱の制定に

ついて（例規）」（平成19年11月30日警務発第963号）を定めているところであ

るが、高知県警察公文書管理規程（平成27年６月本部訓令第18号）の施行により

公文書種別から例規をなくすることに伴い、当該政策評価の実施に関し別添のと

おり「高知県警察政策評価実施要綱」を定め、平成28年４月１日から運用するこ

ととしたので、誤りのないようにされたい。



別添

高知県警察政策評価実施要綱

第１ 趣旨

この要綱は、県警察における政策評価を厳正かつ客観的に実施するため必

要な事項を定めるものとする。

第２ 政策評価の対象施策

政策評価の対象とする県警察の施策（以下「対象施策」という。）は、次

のとおりとする。

１ 県警察が継続して取り組む重点的な施策

２ 県警察が短期間に限定して集中的に取り組む重要施策

３ その他政策評価の対象として認められる施策

第３ 政策評価の観点

県警察における政策評価は、次に掲げる観点から厳正かつ客観的に行うも

のとする。

１ 有効性の有無

２ 必要性の有無

３ 方向性の適否

第４ 政策評価の方式

政策評価の方式は、実績評価方式により行うものとする。ただし、業績指

標を設定する対象施策については、別に定めるところによるものとする。

第５ 説明の方式

政策評価の説明の方式は、ＰＤＣＡサイクル（Ｐ：plan（計画）、Ｄ：do

（実行）、Ｃ：check（検証）、Ａ：action（見直し））により行うものと

する。

第６ 対象期間

政策評価の対象とする期間は、原則として、政策評価を行う年の前年の１

月１日から12月31日までの間とする。

第７ 政策評価委員会

１ 政策評価及び対象施策の案について審議するため、県本部に政策評価委員

会（以下「委員会」という。）を置く。

２ 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって構成する。

３ 委員長には本部長を、副委員長には警務部長を、委員には次に掲げる者を

もって充てる。

(1) 部長（警務部長を除く。）及び警察学校長

(2) 総務課長、会計課長及び県本部警務課長（以下「警務課長」という。）



４ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を代行する。

５ 委員長は、必要に応じて委員会を招集し、その議事を主宰する。

６ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会に出席させ

ることができる。

第８ 幹事会

１ 委員会に付議される事項について事前に検討・協議させるため、委員会の

下に幹事会を置く。

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって構成する。

３ 幹事長には警務課長を、幹事には次に掲げる者をもって充てる。

(1) 各部の庶務担当課次長（次長が二人の所属は、次長（第一）の職にある

者とする。）

(2) その他幹事長が指定する職員

４ 幹事長に事故があるときは、幹事長があらかじめ指名する幹事がその職務

を代行する。

５ 幹事長は、必要に応じて幹事会を招集し、その議事を主宰する。

６ 幹事長は、必要があると認めるときは、幹事以外の者を幹事会に出席させ

ることができる。

第９ 庶務

委員会及び幹事会の庶務は、県本部警務課において行う。

第10 政策評価の実施

警務課長は、政策評価及び対象施策の案を高知県警察政策評価書（以下

「政策評価書」という。）に取りまとめ、委員会の審議に付するものとす

る。

第11 公安委員会への報告

委員会により決定された政策評価書は、速やかに公安委員会に報告しなけ

ればならない。

第12 県民への公表

政策評価書は、公安委員会に報告後、速やかに県警察のホームページに掲

載し、県民に公表するものとする。

第13 所属長の責務

１ 所属長は、政策評価を所管業務に適切に反映させるとともに、所属職員に

周知させるため必要な教養を行わなければならない。

２ 所属長は、政策評価書を各種会議等の資料として積極的に活用するなどし

て、警察活動に対する県民の理解と協力の確保に努めるとともに、所属にお

いて実施した各種施策やその結果について、あらゆる広報媒体を積極的かつ



効果的に活用し、県民への広報に努めなければならない。


